総合評価に関する事項（実績評価型）
（入札説明書４・５・14による）
（１）落札者の決定方法
①　入札参加者は、「企業の技術力」、「企業の信頼性・社会性」及び「価格」をもって入札に参加し、次の（イ）、（ロ）の要件に該当する者のうち、下記（２）③によって得られる数値（以下「評価値」という。）の最も高い者を落札者とする。
（イ）入札価格が国立大学法人京都大学契約事務取扱規則第１３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内であること
（ロ）評価値が、標準点を予定価格で除した数値（基準評価値）に対して下回らないこと
ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められる時、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる時は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、評価値が最も高い者を落札者とすることがある。

また、落札者となるべき者の入札価格が国立大学法人京都大学契約事務取扱要領第１２条に基づく価格（以下「最低基準価格」という。）を下回る場合は、契約事務取扱規則第２７条の調査（低入札価格調査）を行うものとする。

なお、最低基準価格の詳細については別添の「最低基準価格を下回った場合の取扱いについて」の１を参照すること。

②　評価値の最も高い者が２人以上ある時は、くじを引かせて落札者を決定する。

（２）総合評価の方法
①　「標準点」を１００点、「加算点」は最高３２点とする。
②　「加算点」の算出方法は、下記（３）別表①及び②の評価項目毎に評価を行い、各評価項目の評価点数の合計を加算点として付与するものとする。
③　価格及び価格以外の要素による総合評価は、入札参加者の「標準点」と上記②によって得られる「加算点」の合計を、当該入札者の「入札価格」で除して得た「評価値」をもって行う。
	評価値
	＝
	標準点 ＋ 加算点 

	
	
	入札価格


（３）評価項目及び評価基準等
評価項目、評価基準、評価方式及び評価点数については、別表のとおりとする。
別表

	評価項目
	評価基準及び評価方式
	評価点数

	
	
	配点
	満点

	①企業の技術力
	企業の施工能力
	同種工事（※１）の施工実績
	国、特殊法人等（※２）及び地方公共団体が発注する同種工事（※１）の実績あり。
	5 
	５

	
	
	
	その他の発注者による同種工事（※１）の実績あり。
	33
	

	
	
	
	同種工事（※１）の実績なし。［欠格］
	欠格
	

	
	
	工事成績
	本工事と同工種（※３）の令和４年度以降に完成・引渡しが完了した工事成績の平均

＊工事成績相互利用登録発注機関が発注した「公共建築工事成績評定要領作成指針」に基づく工事成績（※４）
	
	６

	
	
	
	８３点以上
	60
	

	
	
	
	７８点以上８３点未満
	40
	

	
	
	
	７３点以上７８点未満
	20
	

	
	
	
	７３点未満（含実績なし）
	00
	

	
	
	
	各年度（過去２年度）の平均点が２年連続で６５点未満［欠格］
	欠格
	

	
	
	
	文部科学省、所管独立行政法人及び国立大学法人等（※５）に対し、令和４年度（過去２年度）以降に完成・引渡しを行った工事目的物で、引渡し後に工事の品質に関わる重大な問題が発生した事例がある。［欠格］
	欠格
	

	
	配置予定技術者の能力
	同種工事（※１）の施工経験
	国、特殊法人等（※２）及び地方公共団体が発注する同種工事（※１）において、主任（監理）技術者又は現場代理人としての経験あり。
	50
	５

	
	
	
	その他の発注者による同種工事（※１）において、主任（監理）技術者又は現場代理人としての経験あり。
	30
	

	
	
	
	同種工事（※１）において、主任（監理）技術者又は現場代理人以外での経験あり。
	10
	

	
	
	
	同種工事（※１）において、経験なし。［欠格］
	欠格
	

	
	
	工事成績
	同種工事（※１）の施工経験として挙げた工事について主任（監理）技術者又は現場代理人として従事した場合の工事成績（令和２年度以降に完成・引渡しが完了した工事に限る）
＊工事成績相互利用登録発注機関が発注した「公共建築工事成績評定要領作成指針」に基づく工事成績
	
	６

	
	
	
	８３点以上
	60
	

	
	
	
	７８点以上８３点未満
	40
	

	
	
	
	７３点以上７８点未満
	20
	

	
	
	
	７３点未満（含実績なし）
	00
	

	
	
	
	６５点未満［欠格］
	欠格
	

	②企業の信頼性・社会性
	法令遵守(ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ)
	事故及び不誠実な行為
	当該区域における国交省の営業停止、文部科学省の指名停止又は国立大学法人京都大学の取引停止期間終了後３～６ヶ月以内の当該工事の入札執行の有無
	
	０

	
	
	
	あり。（※６）
	- 20
	

	
	
	
	なし。
	00
	

	
	地域精通度
	地理的条件(緊急時の施工体制)
	京都府内に技術者・資機材等の拠点（※７）あり。
	20
	２

	
	
	
	京都府内に技術者・資機材等の拠点（※７）なし。
	00
	

	
	地域貢献度
	災害協定への参加状況
	京都府又は京都市と災害協定を締結している。
	20
	２

	
	
	
	京都府又は京都市と災害協定を締結していない。
	00
	

	
	ワーク・ライフ・バランス等の推進
	ワーク・ライフ・バランス等の取組に関する認定状況
	ワーク・ライフ・バランス等の取組に関する以下のいずれかの認定の有無または、それに相当する内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認の有無

○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定のうち、特に優良であるとされる認定（プラチナえるぼし認定企業）
○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく特例認定（プラチナくるみん認定企業）
	あり(優)
	6 
	６

	
	
	
	○女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定企業（※労働時間等の働き方に係る基準を満たすものに限る））又は一般事業主行動計画策定済（常時雇用する労働者の数が１００人以下のものに限る）

○次世代法に基づく認定（トライくるみん認定企業・くるみん認定企業）

○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定（ユースエール認定）
	あり(良)
	30
	

	
	
	
	なし
	00
	

	合計
	３２点


※１　「同種工事」とは、入札説明書４（５）に掲げる工事をいう。

※２　「特殊法人等」には国が資本金の１／２以上を出資する法人を含む。

※３　「本工事と同工種」とは、入札説明書４（２）に掲げる工種をいう。
※４　詳細は、「申請書及び資料作成上の注意事項」別紙様式２・別紙３注２・３による。

※５　「所管独立行政法人及び国立大学法人等」とは、「申請書及び資料作成上の注意事項」別表１による。
※６　「あり。」とは、下表のいずれかに該当する場合である。

	京都府を区域に含む国交省の営業停止、

近畿地区を区域に含む文科省の指名停止、

国立大学法人京都大学による取引停止

の期間
	期間終了後〇ヶ月以内に

当該工事の入札執行日が

該当する場合

	２週間以上１ヶ月未満
	期間終了後３ヶ月以内

	１ヶ月以上２ヶ月未満
	期間終了後４ヶ月以内

	２か月以上３ヶ月未満
	期間終了後５ヶ月以内

	３ヶ月以上
	期間終了後６ヶ月以内


※７　「技術者・資機材等の拠点」とは、本店、支店及び技術者が常駐している拠点をいう。
